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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　　　回次  
第60期

第３四半期連結
累計期間

第61期
第３四半期連結
累計期間

第60期
第３四半期連結
会計期間

第61期
第３四半期連結
会計期間

第60期

　　　会計期間  

自平成21年
１月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
１月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
１月１日
至平成21年
12月31日

売上高 （千円） 10,190,92710,839,8821,565,7161,807,19714,141,841

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） 661,913 904,413△578,992△415,3501,000,043

四半期（当期）純利益又

は四半期純損失（△）
（千円） 372,483 536,466△356,104△251,625 597,994

純資産額 （千円） － － 14,863,40715,064,81414,999,092

総資産額 （千円） － － 20,522,43820,800,15319,950,515

１株当たり純資産額 （円） － － 149,411.02　 151,435.61　 150,774.96

１株当たり四半期（当

期）純利益又は四半期純

損失（△）

（円） 3,744.305,392.71△3,579.66△2,529.416,011.20

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益

金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 72.4 72.4 75.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 2,304,5122,357,814 － － 713,522

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 351,759△19,158 － － 523,984

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △356,665△360,145 － － △397,356

現金及び現金同等物の四

半期末（期末）残高
（千円） － － 6,752,4417,235,3395,303,168

従業員数 （人） － － 535 528 525

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

    　　２．売上高には、消費税等は含めておりません。

　　　　３．「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益」については、潜在株式が存在していないため記載しており

ません。　　
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社における異動もありません。 

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 528 (213)

　（注）　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（案件ごとの契約社員、パートタイマーは含み、人材会社・外注

先会社等からの派遣社員は除いております。）は、（　）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記

載しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 430 (118)

　（注）　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であり、

臨時雇用者数（パートタイマーは含み、人材会社・外注先会社等からの派遣社員は除いております。）は、

（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループは、水と環境の総合コンサルタントとして、主にコンサルタント事業を行っており、当該事業以外の事

業の種類は重要性がないため事業の種類別セグメントは作成しておりません。

　なお、当社グループの売上高は、通常の業務の形態として、第２四半期に完成する業務の割合が大きいため、各四半期

連結会計期間に比べ第２四半期連結会計期間の売上高が増加する傾向にあり業績に季節的変動があります。  

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 金額（千円） 前年同期比（％）　

水道 1,001,660 49.2

下水道 598,010 △23.6

環境・その他 207,526 86.4

計 1,807,197 15.4

　（注）１．金額は完成業務収入によっております。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2)受注状況

　当第３四半期連結会計期間の受注実績を事業部門別及び国内・海外区分別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）　

水道 769,701 △43.8 7,810,025 16.4

下水道 2,695,692 △11.9 8,165,243 4.6

環境・その他 216,575 9.4 802,661 △28.9

計 3,681,969 △20.4 16,777,930 7.2

 

国内・海外区分 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

国内 3,388,960 △7.3 7,255,111 △8.6

海外 293,009 △69.8 9,522,818 23.6

計 3,681,969 △20.4 16,777,930 7.2

  （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

EDINET提出書類

日本上下水道設計株式会社(E05299)

四半期報告書

 4/29



(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 金額（千円） 前年同期比（％）

水道 1,001,660 49.2

下水道 598,010 △23.6

環境・その他 207,526 86.4

計 1,807,197 15.4

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当第３四半期連結会計期間の販売実績を地域別に示すと、次のとおりであります。

地域 売上高（千円） 構成比（％）

北海道 20,610 1.1

東北 33,433 1.9

関東 86,876 4.8

中部 190,945 10.6

近畿 47,756 2.6

中国 79,747 4.4

四国 28,020 1.6

九州 181,120 10.0

小計 668,509 37.0

海外 1,138,687 63.0

計 1,807,197 100.0

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

４．主な相手先別の販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先　
前第３四半期連結会計期間　 　当第３四半期連結会計期間　

金額（千円）　 割合（％）　 金額（千円） 割合（％）

　日本下水道事業団 　167,280　　 　10.7 169,660 9.4

５．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。　　
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２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　
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３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第３四半期連結会計期間（７－９月期）におけるわが国経済は、改善傾向にあった景況感が円高の進行や海外経済

の減速懸念などから再び先行きマイナスに転じたほか、個人消費の低迷や地価の下落も続くなど依然としてデフレから

も脱却できない厳しい状況で推移しました。

「水と環境のコンサルタント業界」を取り巻く経営環境は、国民生活に欠かすことのできない社会資本である上下水

道施設の老朽化が進み、体系的・計画的に運営・改築更新していくことが必要であるとされながらも、公共事業予算の

継続的な削減や、顧客ニーズの更なる高度化・低コスト化の要請等の影響を受け企業間競争がより一層熾烈になるな

ど、非常に厳しい状況が続いております。

このような状況のもと当社グループは、国内におきましては、上下水道の長寿命化に向けた資産管理（アセットマネ

ジメント）及び地震対策、浸水対策の分野等において、引き続き積極的な営業活動を行うとともに、総合的な技術力を駆

使し、経済性、安全性及び環境に配慮した様々なコンサルティングサービスを提供してまいりました。

一方、海外におきましては、中東、中南米、アジア諸国を中心に相次いで大型案件を受注したほか、世界水ビジネスの展

開については、国際協力機構（JICA）より水道セクターの官民連携に係る調査業務を受注し、また、ＰＰＰ（パブリック

・プライベート・パートナーシップ）方式によるインフラ輸出についても積極的に推進し新たな事業展開を図ってま

いりました。

さらに、当社グループを挙げて、原価管理及び経費の削減徹底を継続して推進してまいりました。

この結果、当第３四半期連結会計期間の国内業務受注高は3,388百万円（前年同期比7.3%減）、海外業務受注高は293

百万円（同69.8%減）、全体では3,681百万円（同20.4%減）となりました。

売上高は、当社グループでは国内業務の業績に季節的変動があり、例年第３四半期会計期間の売上構成比が低くなる

ことから、国内業務は668百万円（同11.0%減）、海外業務は1,138百万円（同39.8%増）、全体では1,807百万円（同15.4%

増）となりました。

利益面では、例年第３四半期会計期間では人件費等の固定費負担割合が増加することにより、営業損失は398百万円

（前年同期比173百万円の減少）、経常損失は415百万円（同163百万円の減少）、四半期純損失は251百万円（同104百万

円の減少）となりました。

　

（2）財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末と比較して849百万円増加し20,800百万円とな

りました。この主な要因は、流動資産の現金及び預金1,932百万円増加、受取手形及び完成業務未収入金1,111百万円減少

等と、固定資産の投資有価証券105百万円増加、保険積立金197百万円減少等であります。

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末と比較して783百万円増加し5,735百万円となり

ました。この主な要因は、流動負債の未成業務受入金914百万円増加、賞与引当金369百万円増加、業務未払金254百万円減

少等であります。

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末と比較して65百万円増加し15,064百万円とな

りました。この主な要因は、利益剰余金の増加138百万円等であります。この結果、自己資本比率は72.4％となりました。

　

EDINET提出書類

日本上下水道設計株式会社(E05299)

四半期報告書

 7/29



(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第２四半期連結会計期間末と比較し

て1,913百万円減少し7,235百万円となりました。

なお、当第３四半期連結会計期間の各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は1,503百万円（前年同期は1,628百万円の使用）となりました。

支出の主な内訳は、税金等調整前四半期純損失415百万円、未成業務支出金の増加737百万円、仕入債務の減少163百万

円、法人税等の支払額207百万円等であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は225百万円（前年同期は21百万円の使用）となりました。

支出の主な内訳は、関係会社株式の取得217百万円等であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は161百万円（前年同期は158百万円の使用）となりました。これは配当金の支払額であ

ります。

　

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

（5）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、66百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

 

(2）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 320,000

計 320,000

②【発行済株式】

種類
 第３四半期会計期間末
 現在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月９日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 100,480 100,480
東京証券取引所

（市場第二部）

当社は単元株制度は

採用しておりませ

ん。

計 100,480 100,480 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

 （千円）

資本準備金
残高
（千円）

 平成22年７月１日～

 平成22年９月30日 
 ― 100,480  ― 520,000  ― 300,120

 

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。　

　

①【発行済株式】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　 1,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   99,480 99,480 －

端株 － － －

発行済株式総数 100,480 － －

総株主の議決権 － 99,480 －

 

②【自己株式等】

平成22年９月30日現在 

所有者の氏名又は

名称        
所有者の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所

有株式数

（株） 

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％） 

日本上下水道設計

株式会社    

東京都新宿区富久町

６番８号
 1,000 ―  1,000   1.00

計 ―  1,000 ―  1,000  1.00

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 98,00099,600102,200108,700107,200105,000　 100,200　 98,300　 98,800　

最低（円） 93,80091,00095,300101,00098,00098,50095,60094,50094,800

（注）最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,235,339 5,303,168

受取手形及び完成業務未収入金 748,772 1,860,637

未成業務支出金 3,238,573 3,255,339

その他 787,542 620,760

貸倒引当金 △17,181 △30,339

流動資産合計 11,993,046 11,009,565

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 1,347,692

※1
 1,401,709

土地 1,326,543 1,326,543

その他（純額） ※1
 47,578

※1
 60,449

有形固定資産合計 2,721,815 2,788,703

無形固定資産 69,298 62,859

投資その他の資産

投資有価証券 2,352,153 2,246,390

保険積立金 982,118 1,179,694

その他 2,697,373 2,680,750

貸倒引当金 △15,653 △17,447

投資その他の資産合計 6,015,992 6,089,387

固定資産合計 8,807,106 8,940,950

資産合計 20,800,153 19,950,515
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

業務未払金 242,187 496,953

未払法人税等 314,733 259,309

未成業務受入金 2,254,033 1,339,490

賞与引当金 655,148 285,829

その他の引当金 23,767 34,938

その他 461,920 701,544

流動負債合計 3,951,791 3,118,064

固定負債

退職給付引当金 1,638,754 1,678,471

その他 144,793 154,887

固定負債合計 1,783,547 1,833,358

負債合計 5,735,339 4,951,423

純資産の部

株主資本

資本金 520,000 520,000

資本剰余金 300,120 300,120

利益剰余金 14,840,616 14,702,070

自己株式 △159,797 △159,797

株主資本合計 15,500,939 15,362,393

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △408,189 △342,034

為替換算調整勘定 △27,935 △21,266

評価・換算差額等合計 △436,125 △363,300

純資産合計 15,064,814 14,999,092

負債純資産合計 20,800,153 19,950,515
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 10,190,927 10,839,882

売上原価 7,181,470 7,704,638

売上総利益 3,009,457 3,135,244

販売費及び一般管理費 ※1
 2,413,201

※1
 2,231,363

営業利益 596,256 903,880

営業外収益

受取利息 14,947 7,327

受取配当金 34,160 34,293

保険返戻金 14,456 16,663

その他 23,413 11,705

営業外収益合計 86,977 69,991

営業外費用

支払利息 1,316 －

為替差損 20,004 69,458

営業外費用合計 21,320 69,458

経常利益 661,913 904,413

特別利益

固定資産売却益 1,989 －

投資有価証券売却益 － 2,677

貸倒引当金戻入額 － 3,207

特別利益合計 1,989 5,884

特別損失

固定資産除売却損 1,083 3,264

関係会社株式評価損 3,569 －

特別損失合計 4,652 3,264

税金等調整前四半期純利益 659,249 907,033

法人税、住民税及び事業税 475,787 509,365

法人税等調整額 △189,021 △138,799

法人税等合計 286,766 370,566

四半期純利益 372,483 536,466
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 1,565,716 1,807,197

売上原価 1,291,610 1,417,678

売上総利益 274,106 389,518

販売費及び一般管理費 ※1
 846,116

※1
 788,435

営業損失（△） △572,010 △398,916

営業外収益

受取利息 5,173 2,581

受取配当金 1,160 1,228

受取賃貸料 － 3,613

その他 12,824 460

営業外収益合計 19,158 7,884

営業外費用

為替差損 26,140 24,318

営業外費用合計 26,140 24,318

経常損失（△） △578,992 △415,350

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,638 270

特別利益合計 1,638 270

特別損失

固定資産除売却損 － 254

関係会社株式評価損 3,569 －

特別損失合計 3,569 254

税金等調整前四半期純損失（△） △580,923 △415,334

法人税、住民税及び事業税 △112,279 △48,253

法人税等調整額 △112,539 △115,456

法人税等合計 △224,818 △163,709

四半期純損失（△） △356,104 △251,625
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 659,249 907,033

減価償却費 90,515 83,507

受取利息及び受取配当金 △49,107 △41,621

支払利息 1,316 －

為替差損益（△は益） 20,004 69,458

投資有価証券売却損益（△は益） － △2,677

売上債権の増減額（△は増加） 987,790 1,104,250

たな卸資産の増減額（△は増加） △336,927 16,765

前渡金の増減額（△は増加） △222,186 47,077

貸倒引当金の増減額（△は減少） 10,383 △13,119

仕入債務の増減額（△は減少） △264,477 △254,766

未成業務受入金の増減額（△は減少） 1,442,942 914,542

賞与引当金の増減額（△は減少） 377,404 369,319

退職給付引当金の増減額（△は減少） 220,393 △39,716

その他 △335,115 △408,327

小計 2,602,185 2,751,726

利息及び配当金の受取額 50,951 40,942

法人税等の還付額 33,175 －

法人税等の支払額 △381,800 △434,854

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,304,512 2,357,814

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △47,637 △18,692

有形固定資産の売却による収入 2,428 －

無形固定資産の取得による支出 △5,175 △13,059

有価証券の償還による収入 200,000 －

投資有価証券の取得による支出 △500 －

投資有価証券の売却による収入 － 4,500

関係会社株式の取得による支出 △22,381 △217,021

関係会社株式の売却による収入 10,000 －

貸付金の回収による収入 412 568

保険積立金の払戻による収入 204,238 214,586

その他 10,374 9,958

投資活動によるキャッシュ・フロー 351,759 △19,158

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △356,665 △360,145

財務活動によるキャッシュ・フロー △356,665 △360,145

現金及び現金同等物に係る換算差額 △19,494 △46,338

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,280,111 1,932,171

現金及び現金同等物の期首残高 4,472,330 5,303,168

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,752,441

※
 7,235,339
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【継続企業の前提に関する事項】

　　　該当事項はありません。　
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

　第２四半期連結会計期間より、CONSORCIO NJS-SOGREAH S.A.は新たに設

立したため、連結の範囲に含めております。　

（2）変更後の連結子会社数

　８社
　

 

【表示方法の変更】

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　前第３四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取賃貸料」は、営業外

収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半期

連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取賃貸料」は1,969千円であります。
　

　

EDINET提出書類

日本上下水道設計株式会社(E05299)

四半期報告書

19/29



【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 　固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを考慮した予算を策定し

ているため、当該予算に基づく年間償却予定額を期間按分して算定しており

ます。  

２．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　一般債権の貸倒見積高の算定方法については、当第３四半期連結会計期間末

の貸倒実績率等は前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定

しております。 

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、

前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックスプランニングを

利用する方法によっております。 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

    　該当事項はありません。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、1,242,472千円で

あります。 

 

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、1,179,026千円で

あります。 

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与手当 727,904千円

賞与引当金繰入額 236,203千円

退職給付費用 52,331千円

貸倒引当金繰入額　 11,047千円

 

給与手当 648,080千円

賞与引当金繰入額 213,252千円

退職給付費用 29,582千円

　 　

 

　２　当社グループの売上高は、通常の業務の形態として、第

２四半期に完成する業務の割合が大きいため、各四半

期連結会計期間に比べ第２四半期連結会計期間の売上

高が増加する傾向にあり業績に季節的変動がありま

す。

　２　　　　　　　　　同左

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与手当 258,036千円

賞与引当金繰入額 128,911千円

退職給付費用 17,403千円

 

給与手当 239,238千円

賞与引当金繰入額 118,955千円

退職給付費用 10,996千円

 

　２　当社グループの売上高は、通常の業務の形態として、第

２四半期に完成する業務の割合が大きいため、各四半

期連結会計期間に比べ第２四半期連結会計期間の売上

高が増加する傾向にあり業績に季節的変動がありま

す。

　２　　　　　　　　　同左

 

EDINET提出書類

日本上下水道設計株式会社(E05299)

四半期報告書

21/29



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在）

 現金及び預金勘定 　 6,752,441千円

 現金及び現金同等物　 6,752,441千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年９月30日現在）

 現金及び預金勘定 　 7,235,339千円

 現金及び現金同等物　 7,235,339千円

 

（株主資本等関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至

　平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

  普通株式　　　100,480株 

 

２．自己株式の種類及び株式数

  普通株式　　　　1,000株

 

３．新株予約権等に関する事項

  該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

 （1）配当金支払額

（決議）     株式の種類
配当金の総額

（千円） 

 １株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月26日

定時株主総会
普通株式     198,960      2,000平成21年12月31日平成22年3月29日利益剰余金

平成22年８月３日

取締役会
普通株式     198,960      2,000平成22年６月30日平成22年9月10日利益剰余金

 

 （2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの　

　　　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成22年７月１日　至平成22年９月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成21年１月１日　至平成21年

９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成22年１月１日　至平成22年９月30日）

　

　当社グループは、水と環境の総合コンサルタントとして、主にコンサルタント事業を行っており、当該事業以外

の事業の種類は重要性がないため事業の種類別セグメントは作成しておりません。

  

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成22年７月１日　至平成22年９月30日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成21年１月１日　至平成21年

９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成22年１月１日　至平成22年９月30日） 

　

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
アジア・
オセアニア

アフリカ 中東 中南米 北米 その他　 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 326,03494,199145,061211,11538,189－ 814,600

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － － － 1,565,716

Ⅲ　海外売上高の連結売上

高に占める割合（％）
20.8 6.0 9.3 13.5 2.4 － 52.0

　

　当第３四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）

 
アジア・
オセアニア

アフリカ 中東 中南米 北米 その他　 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 705,810310,28190,41023,011 9,173－ 1,138,687

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － － － 1,807,197

Ⅲ　海外売上高の連結売上

高に占める割合（％）
39.0 17.2 5.0 1.3 0.5 － 63.0
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　前第３四半期連結累計期間（自平成21年１月１日　至平成21年９月30日）

 
アジア・
オセアニア

アフリカ 中東 中南米 北米 その他　 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,379,596312,560399,970504,776106,8329,7452,713,480

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － － － 10,190,927

Ⅲ　海外売上高の連結売上

高に占める割合（％）
13.5 3.1 3.9 5.0 1.0 0.1 26.6

　

　当第３四半期連結累計期間（自平成22年１月１日　至平成22年９月30日）

 
アジア・
オセアニア

アフリカ 中東 中南米 北米 その他　 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,907,048750,872391,604298,77161,457 － 3,409,755

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － － － 10,839,882

Ⅲ　海外売上高の連結売上

高に占める割合（％）
17.6 6.9 3.6 2.8 0.6 － 31.5

(注)１.　国または地域は、地理的近接度により区分しております。

　　２.　各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

(1)アジア・ ……フィリピン、スリランカ、インド、マレーシア、ベトナム、カンボジア、インドネシア

 　オセアニア  ネパール、パキスタン、バングラデシュ、カザフスタン、パプアニューギニア

(2)アフリカ ……リビア、ギニア、モーリシャス、タンザニア、カーボヴェルデ、ケニア、

　 　 　 ルワンダ、モロッコ

(3)中東 ……オマーン、クウェート、アラブ首長国連邦、カタール、レバノン

(4)中南米 ……ペルー、メキシコ、ジャマイカ

(5)北米 ……アメリカ合衆国

(6)

　
その他　 ……マケドニア　

    ３． 海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

（有価証券関係）

　当社グループが所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものとなっていないため、記載を省略

しております。 

　

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。 

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 151,435.61円 １株当たり純資産額 150,774.96円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益 3,744.30円

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 5,392.71円

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（千円） 372,483 536,466

普通株主に帰属しない金額（千円）    －    －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 372,483 536,466

期中平均株式数（株） 99,480 99,480

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △3,579.66円

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失（△） △2,529.41円

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純損失（△）（千円） △356,104 △251,625

普通株主に帰属しない金額（千円）    －    －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △356,104 △251,625

期中平均株式数（株） 99,480 99,480

 

（重要な後発事象）

 　　　 該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりま

すが、当第３四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められな

いため、記載を省略しております。  
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２【その他】

平成22年８月３日開催の取締役会において、当期の中間配当の支払いにつき、次のとおり決議いたしました。

　①　中間配当による配当金の総額　　　　　　　　198,960千円　

　②　１株当たりの金額　　　　　　　  　　　　　2,000円 

　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成22年９月10日

（注）平成22年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月11日

日本上下水道設計株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　隆司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 片岡　久依　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本上下水道設計株

式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本上下水道設計株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

  （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月８日

日本上下水道設計株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　隆司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 片岡　久依　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本上下水道設計株

式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から

平成22年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本上下水道設計株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

  （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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